
－31－ 

平成 17 年３月期  個別中間財務諸表の概要         平成 16 年 11 月 12 日 

上 場 会 社 名         東急ロジスティック株式会社                上場取引所     東 
コ ー ド 番 号           9079                                      本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.tokyu-logistic.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 髙橋 正守 
問合せ先責任者 役職名 取締役経理部長  氏名 原田 道夫   ＴＥＬ (03) 5762－2215 
決算取締役会開催日 平成 16 年 11 月 12 日           中間配当制度の有無            有  
中間配当支払開始日 平成 16 年 12 月 13 日           単元株制度採用の有無            有(１単元 1,000 株) 
 
１． 16 年９月中間期の業績(平成 16 年４月１日～平成 16 年９月 30 日) 
(1) 経営成績    （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

15,216    43.0
10,644    △6.2

443    169.4
164   △65.6

445    135.9
188   △62.9

16 年３月期 26,605        660        751        
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

153    5.3 
146   △74.6 

5.49   
4.33   

16 年３月期 763        26.36   

 
 

 (注)①期中平均株式数 16 年９月中間期 28,031,644 株  15 年９月中間期 28,042,347 株   
  16 年３月期 28,039,300 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

5.00  
5.00  

――――― 
――――― 

 

16 年３月期 ――――― 10.00   
 
(3)財政状態       （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

32,746   
26,104   

19,468  
18,690  

59.5  
71.6  

694.55  
665.68  

16 年３月期 34,040   19,980  58.7  711.83  
 (注)①期末発行済株式数 16 年９月中間期 28,029,582 株  15 年９月中間期  28,039,936 株   
  16 年３月期 28,033,901 株 
   ②期末自己株式数  16 年９月中間期 48,418 株  15 年９月中間期 38,064 株    
  16 年３月期 44,099 株 
 
２．17 年３月期の業績予想(平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭

通   期 30,204   1,031  479  5.00  10.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  16 円 20 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る

本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果

となる可能性があります。 
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２【中間財務諸表等】 
(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

現金及び預金  157,223 260,832 188,446 

受取手形  257,996 389,933 346,186 

営業未収金  2,419,986 3,618,948 3,984,181 

有価証券  27,352 27,355 27,354 

たな卸資産  14,526 28,476 27,754 

その他  1,080,023 1,657,635 1,259,358 

貸倒引当金  △8,225 △14,497 △26,973 

流動資産合計   3,948,883 15.13 5,968,683 18.23  5,806,308 17.06

Ⅱ 固定資産    

有形固定資産 ※１   

建物  6,074,843 8,993,726 9,291,571 

車両運搬具  1,590,007 1,736,443 2,029,334 

土地  5,776,920 9,438,455 9,594,847 

建設仮勘定  － 28,571 － 

その他  461,225 621,902 660,156 

計   13,902,997 53.26 20,819,098 63.58  21,575,909 63.38

無形固定資産   28,687 0.11 58,670 0.18  63,213 0.19

投資その他の資産    

投資有価証券  1,712,890 2,223,593 3,022,840 

関係会社株式  4,449,817 481,800 481,800 

その他  2,060,751 3,194,340 3,090,529 

計   8,223,459 31.50 5,899,733 18.01  6,595,170 19.37

固定資産合計   22,155,144 84.87 26,777,502 81.77  28,234,293 82.94

資産合計   26,104,027 100.00 32,746,186 100.00  34,040,602 100.00
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前中間会計期間末 

 
(平成15年９月30日) 

当中間会計期間末 
 

(平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

営業未払金  645,409 1,045,479 1,143,925 

短期借入金  117,348 2,140,000 2,061,429 

一年内償還予定の
社債 

 － 1,100,000 1,000,000 

一年内返済予定の
長期借入金 

 111,721 175,379 265,889 

未払費用  670,190 713,416 883,105 

未払法人税等  179,729 58,763 37,257 

未払消費税等 ※２ 85,137 139,425 257,768 

賞与引当金  486,790 891,248 675,838 

その他  327,347 346,231 351,183 

流動負債合計   2,623,674 10.05 6,609,944 20.19  6,676,399 19.61

Ⅱ 固定負債    

社債  － 800,000 1,400,000 

長期借入金  793,753 910,434 985,646 

退職給付引当金  2,843,053 3,584,391 3,706,003 

役員退職慰労引当
金 

 125,441 141,018 141,891 

預り保証金  1,027,696 1,232,344 1,150,367 

固定負債合計   4,789,944 18.35 6,668,188 20.36  7,383,909 21.69

負債合計   7,413,619 28.40 13,278,132 40.55  14,060,308 41.30

    

（資本の部）  
  

Ⅰ 資本金   2,846,000 10.90 2,846,000 8.69  2,846,000 8.36

Ⅱ 資本剰余金    

資本準備金  6,513,866 6,513,866 6,513,866 

資本剰余金合計   6,513,866 24.96 6,513,866 19.89  6,513,866 19.14

Ⅲ 利益剰余金    

利益準備金  465,237 465,237 465,237 

任意積立金  7,696,858 7,695,931 7,696,858 

中間(当期)未処分
利益 

 1,217,620 1,692,529 1,702,642 

利益剰余金合計   9,379,717 35.93 9,853,698 30.09  9,864,739 28.98

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  △33,426 △0.13 274,129 0.84  773,632 2.27

Ⅴ 自己株式   △15,747 △0.06 △19,640 △0.06  △17,943 △0.05

資本合計   18,690,408 71.60 19,468,053 59.45  19,980,293 58.70

負債及び資本合計   26,104,027 100.00 32,746,186 100.00  34,040,602 100.00
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②【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間 
 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

当中間会計期間 
 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

営業収益   10,644,809 100.00 15,216,919 100.00  26,605,254 100.00

営業原価 ※５  10,012,507 94.06 14,225,159 93.48  24,881,094 93.52

営業総利益   632,302 5.94 991,759 6.52  1,724,159 6.48

販売費及び一般管理
費 

※５  467,561 4.39 547,944 3.60  1,063,480 4.00

営業利益   164,740 1.55 443,815 2.92  660,679 2.48

営業外収益 ※１  37,129 0.35 78,817 0.52  191,105 0.72

営業外費用 ※２  13,075 0.12 77,215 0.51  99,866 0.38

経常利益   188,794 1.77 445,417 2.93  751,918 2.83

特別利益 ※３  183,921 1.73 113,268 0.74  224,987 0.85

特別損失 ※４  67,923 0.64 173,192 1.14  578,156 2.17

税引前中間(当期)

純利益 
  304,793 2.86 385,494 2.53  398,749 1.50

法人税、住民税及

び事業税 
 185,600 18,827 60,958 

法人税等調整額  △26,931 158,669 1.49 212,737 231,565 1.52 △425,993 △365,035 △1.37

中間（当期）純利

益 
  146,124 1.37 153,928 1.01  763,785 2.87

前期繰越利益   1,071,495 1,538,600  1,086,984

合併による利益減

少額 
  － －  7,927

中間配当額   － －  140,199

中間(当期)未処分
利益 

  1,217,620 1,692,529  1,702,642
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式 子会社株式 子会社株式 

移動平均法による原価法 同左 同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

中間決算期末の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

同左 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、

移動平均法により算定し

ております。) 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

移動平均法による原価法 同左 同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

先入先出法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下

の通りであります。 

建物及び構築物 10～50年

車輌及び運搬具 3～ 6年
 

同左 定率法によっております。 

ただし、従来定率法によって

いた建物（附属設備を除く）

のうち平成10年４月１日以降

に取得したものについては、

当期より定額法に変更しまし

た。 

これは当社が当期より東京急

行電鉄（株）の子会社となっ

たことにより、親会社の会計

方針に一致させるものであり

ます。 

また、これによる影響額は、

軽微であります。なお、主な

耐用年数は以下のとおりであ

ります。 
    

建物及び構築物 10～50年

車両及び運搬具 3～ 6年
  

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 
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前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てる

ため、賞与支給見込額に基づ

いて計上しております。 

同左 同左 

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

当社の従業員の退職給付に備

えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（７年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

当社の従業員の退職給付に備

えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年、７年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 

当社の従業員の退職給付に備

えるため、当期末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。 

なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（３年、７年）によ

る定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

なお、東京通運株式会社と合

併したことにより従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の

年数が当事業年度は３年と７

年の2本建てになっておりま

す。これは平成16年度に一本

化する予定であります。 

(4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

同左 役員の退職慰労金の支給に備

えるため内規に基づく期末要

支給額を計上しております。
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前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜き方式によって

おります。 

同左 同左 

 
 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 
10,779,555千円 20,073,381千円 19,675,685千円 

※２ 消費税等の取扱い 仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、未

払消費税等として表示し

ております。 

同左 ────── 
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（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

※１ 営業外収益の主な内訳  

受取利息 1,231千円 2,208千円 1,981千円 

受取配当金 16,247千円 19,915千円 31,550千円 

受取保険金及び保険
配当金 

－ 14,526千円 71,982千円 

※２ 営業外費用の主な内訳    

支払利息 10,729千円 71,877千円 87,673千円 

※３ 特別利益の主な内訳    

固定資産売却益    

車輌 2,358千円 1,383千円 4,006千円 

 土地 178,857千円 25,537千円 195,940千円 

※４ 特別損失の主な内訳    

固定資産売却損    

土地 － 22,105千円 － 

固定資産除却損    

建物 31,936千円 2,133千円 63,394千円 

建物撤去費用 － 6,471千円 － 

その他 115千円 2,180千円 15,808千円 

その他特別損失    

退職金割増額 － 33,100千円 65,493千円 

※５ 減価償却実施額  

有形固定資産 574,765千円 788,119千円 1,595,940千円 

無形固定資産 2,057千円 6,022千円 7,795千円 
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（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リー

ス取引 
  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産 

 

車両運
搬具 

59,736 31,696 28,039

その他 36,530 30,494 6,036

無形固
定資産 

 

その他 124,192 74,634 49,558

合計 220,458 136,824 83,633

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固
定資産

車両運
搬具 

158,700 64,450 94,250

その他 26,201 13,280 12,920

無形固
定資産

その他 223,270 178,675 44,594

合計 408,171 256,405 151,765

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

期末残
高相当
額 
(千円)

有形固
定資産 

 

車両運
搬具 

171,966 66,123 105,842

その他 54,345 38,332 16,012

無形固
定資産 

 

その他 275,435 204,662 70,772

合計 501,747 309,118 192,628

  
 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

（注）   同左 （注） 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 (2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 

 
  

１年内 36,874千円

１年超 46,759千円

合計 83,633千円
  

  
１年内 68,014千円

１年超 83,751千円

合計 151,765千円
  

  
１年内 79,495千円

１年超 113,132千円

合計 192,628千円
  

 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残

高等に占めるその割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

（注）   同左 

 

（注） 未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支

払利子込み法により算定

しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3）支払リース料及び減価償却費

相当額 

 
  
支払リース料 20,511千円

減価償却費相
当額 

20,511千円

  

  
支払リース料 42,517千円

減価償却費相
当額 

42,517千円

  

  
支払リース料 88,136千円

減価償却費相
当額 

88,136千円

  
 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同左 同左 

 
（有価証券関係） 
 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 
 
（１株当たり情報） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 
１株当たり純資産額 665円68銭

１株当たり中間純利益 4円33銭
 

 
１株当たり純資産額 694円55銭

１株当たり中間純利益 5円49銭

 
１株当たり純資産額 711円83銭

１株当たり当期純利益 26円36銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式がないため記載

しておりません。 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年４月１日
至 平成15年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前会計年度 
(自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 146,124 153,928 763,785 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 24,800 

（うち役員賞与） － － （24,800）

普通株式に係る中間（当期）純利益（千
円） 

146,124 153,928 738,985 

期中平均株式数（千株） 28,042 28,031 28,039 
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（重要な後発事象） 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

東京通運株式会社との合併 ────────── ────────── 

 当社は、今後の事業の多面的な展

開に備えるため、当社の100％出資子

会社である東京通運株式会社を、平

成15年10月１日付にて吸収合併いた

しました。 

 合併契約の概要は次のとおりであ

ります。 

  

(1）合併期日   

平成15年10月１日   

(2）合併の形式   

 当社を存続会社とし東京通運株

式会社を解散会社とする吸収合併

とし、合併による新株の発行及び

資本金の増加は行いません。 

  

(3）資産の引継   

 合併期日において東京通運株式

会社の資産・負債及び権利義務の

一切を引継ぐ。 

 なお、東京通運株式会社の平成

15年９月30日現在の財政状態は次

のとおりであります。 

  

 
資産合計 13,593,915千円

負債合計 9,561,927千円

資本合計 4,031,987千円
  

 
 

 
(2）【その他】 

 平成 16 年 11 月 12 日開催の取締役会において第 101 期中間配当を行うことを決議いたしました。 

 （イ）中間配当金総額 140,147,910円 

 （ロ）1株当たり中間配当金 5円 

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開日    平成16年12月13日   

（注）平成 16 年 9月 30 日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。

 


